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精神保健福祉士資格取得後の
継続教育や人材育成の在り方について（概要）

厚生労働省 社会・援護局
障害保健福祉部 精神・障害保健課

○ 精神保健及び精神障害者の福祉を取り巻く環境は変化しており、それに伴い業務の内容は変化している。この変化に対して柔軟
に対応できる精神保健福祉士を養成するため、養成課程のカリキュラムの見直しを行った。

○ 養成課程での学習だけでは、養成課程で得た知識を応用し具体的な支援を展開する能力や、支援における理念と現実の差を埋め
るための方策を考える能力といった求められる能力を養うことは困難であり、求められる役割を遂行するには、精神保健福祉士資
格取得後の継続教育や人材育成が重要である。そのため、精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会及び当該検討会ワーキ
ンググループを開催し検討の上、精神保健福祉士資格取得後の継続教育や人材育成の在り方について取りまとめた。
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精神保健福祉士に求められる役割と能力

（１）精神疾患・障害によって医療を受けている者等への援助

（医療機関内外での相談や支援など）

（２）医療に加えて福祉の支援を必要とする者等への援助

（日常生活や社会生活への支援など）

（３）医療は受けていないが精神保健（メンタルヘルス）課題がある者への援助

（顕在的ニーズの発見、回復への支援、アウトリーチなど）

（４）精神疾患・障害や精神保健（メンタルヘルス）課題が明らかになっていな

いが、支援を必要とする可能性のある者への援助

（情報提供、理解の促進、潜在的ニーズの発見、介入など）

（５）⑴～⑷に関連する多職種・多機関との連携・協働における調整等の役割

（マネジメント、コーディネート、ネットワーキングなど）

（６）国民の意識への働きかけや精神保健の保持・増進に係る役割

（普及、啓発 など）

（７）精神保健医療福祉の向上のための政策提言や社会資源の開発と創出に係る

役割

求められる精神保健福祉士の役割

○ 精神保健福祉士は精神保健福祉法第41条の２において「精神保健福祉士は、精神保健及び精神障害者の福祉を取り巻く環境の変化によ
る業務の内容の変化に適応するため、相談援助に関する知識及び技能の向上に努めなければならない。」とされ、資質向上の責務が課せら
れている。

○ さらに、変化への適応も重要であるが、精神保健福祉士の倫理綱領に基づき、その責務を果たすことを前提としたうえで、求められる精
神保健福祉士の役割を遂行することが求められている。

○専門職としての責務

専門性の向上、専門職自律の責務、地位利用の禁止、批判に関する責務、連

携の責務など

○クライエントに対する責務

クライエントへの関わり、自己決定の尊重、プライバシーと秘密保持、クラ

イエントの批判に対する責務、一般的責務など

○組織に対する責務

クライエントの社会的復権を目指した理念・目的に添って業務が遂行できる

ように努める

○社会に対する責務

人々の多様な価値を尊重し、福祉と平和のために、社会的・政治的・文化的

活動を通し社会に貢献する

精神保健福祉士の責務（精神保健福祉士の倫理綱領※より）

精神保健福祉士の責務と役割

ア 精神保健福祉士の行動特性（コンピテンシー）の明確化の視点
精神保健福祉士が国家資格化以前の精神医学ソーシャルワーカーであったころから重視している、精神疾患や精神障害を持つ当事者の社会

的立場や処遇内容の変遷を踏まえた、これらに対する問題意識を持つ価値観を踏まえつつ、精神保健福祉士を取り巻く環境や業務は変化して
おり、それに適応する必要があるという認識に基づいて、行動特性（コンピテンシー）の明確化を図っていく必要がある。
イ 精神保健福祉士のキャリアラダーの必要性と構築
各人の能力の獲得状況を的確に把握するためには、能力の成長過程を新人、中堅、指導者、管理者等の段階別に明確にする等し整理した

キャリアラダーが必要である。キャリアラダーは、資格取得までの教育背景や業務経験等の多様性や個人の事情に併せて柔軟に活用できるも
のが求められる。

精神保健福祉士に求められる能力の整理

※ 日本精神医学ソーシャルワーカー協会(1988年６月16日制定／1991年７月５日改訂／1995年７月８
日改訂),日本精神保健福祉士協会(2003年５月30日改訂),社団法人日本精神保健福祉士協会(2004年11
月28日採択),公益社団法人日本精神保健福祉士協会(2013年４月21日採択／2018年６月17日改訂)
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継続教育・人材育成の体制構築推進の視点

○ 各組織（職場）における継続教育・人材育成が期待されるが、精神保健福祉士の就労先は多岐にわたることから、就労先の規模や分野に
よっては配置人数が１名もしくは少数である場合も少なくなく、組織（職場）での研修や自己研さんの機会の確保が困難であることや、
ロールモデルがいない等の状況が考えられることから、これらに配慮した研修や自己研さんの機会の確保が必要。

○ 子育て世代や介護中の者等の人材育成やキャリア継続支援においては、個別の事情を勘案した対応が必要であり、ワーク・ライフ・バラ
ンス重視の職場環境づくりに加えて、個別性に着目した人材育成が求められる。

精神保健福祉士の配置状況と継続教育・人材育成の視点

11,530人

○病院 9,822人

精神科病院 6,892人（１施設あたり6.9人）

一般病院 2,930人（１施設あたり0.4人）

○一般診療所 1,708人
出典：平成29年医療施設調査（平成29年10月１日現在）※常勤換算

医
療

福
祉

13,475人

出典：平成29年社会福祉施設等調査（平成29年10月現在）（障害福祉サービス等事業所を除く）
※障害福祉サービス等事業所の配置状況は、社会福祉施設等調査の設問の変更により、平成27年10月現在の状況を掲載
※障害福祉サービス等事業所は常勤の実数、その他は常勤換算

○障害福祉サービス等事業所 12,330人

療養介護事業 57人

生活介護事業 623人

短期入所事業 743人

共同生活援助事業 1,547人

自立訓練事業 642人

就労移行支援事業 884人

就労継続支援事業 2,430人

その他 5,404人

○障害者支援施設等 879人

障害者支援施設 45人

地域活動支援センター 832人

福祉ホーム ２人

○その他の社会福祉施設等 266人

1,511人

○精神保健福祉センター 180人（資格の再掲）

出典：平成29年度衛生行政報告例（平成29年度末現在） ※常勤の実数

○保健所 606人（資格の再掲）

出典：平成29年度地域保健・健康増進事業報告（平成29年度末現在） ※常勤の実数

○市町村 518人（資格の再掲）

出典：平成29年度地域保健・健康増進事業報告（平成29年度末現在） ※常勤の実数

○保護観察所（社会復帰調整官） 207人
出典：法務省（平成30円４月１日現在） ※実数（採用時に把握している精神保健福祉士の資格取得者）

保
健
等

資格者の登録状況 86,703人（令和元年９月末現在）

精神保健福祉士の配置状況 ※ 精神保健福祉士の配置状況は医療、福祉、保健等の配置を示したものであり、
これ以外にも司法、教育、産業・雇用等の分野にも配置されている点に留意
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継続教育・人材育成の体制構築推進の視点

ア 組織（職場）で取り組む人材育成方針の作成と人材育成体制の構築
○ 組織（職場）で人材育成の体制の構築が推進できる環境にある場合、組織内の精神保健福祉士間で、目指すべき精神保健福祉士像や組織か
らの期待、求められている能力の整理を行うことが重要。

○ 人材育成を体系化できる部門（人事や人材育成部門等）とともに検討する場を設け、精神保健福祉士に求められる能力に応じたキャリア形
成ができる人材育成を組織的に推進することが重要。

イ 雇用主の役割
○ 組織（職場）内の研修として外部講師を招く等により研修の機会を確保することが望ましいが、組織（職場）内で少数である精神保健福祉
士の研修としてこれらの機会を確保することが困難である場合もある。

○ 地域の複数の医療機関や障害福祉サービス等事業所等が連携し合同で精神保健福祉士に対する研修を開催する等の取組により、研修機会を
確保するといった視点を持つことも重要。研修の企画や運営、講師等については職能団体や養成校等と連携し支援を得ることも重要。さらに、
研修の内容により他職種を交えることで効果的になるものもあることから、精神保健福祉士以外の職種も交えた研修の企画等も重要。

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための保健・医療・福祉等の関係者からなる協議の場や協議会、地域ケア会議等の場
への参加は、精神保健福祉士としての習熟の一助となることから、これらに参加する機会を担保する。

○ 職場での配置（部署等）により研さんできる能力や知識が異なる可能性があり、多くの分野や経験を積める異動等を考える視点も必要。

組織（職場）で取り組む人材育成

ア 組織（職場）内における研修や自己研さんの機会の確保
○ ソーシャルワークの実践に際して、様々な戸惑いや葛藤、悩み等に直面する機会等があり、支援の内容や自身のかかわり等を検討するこ
とは欠かせない要素であるため、スーパービジョンを活用する必要がある。職場内でスーパービジョンを行う体制を整備することが重要。
また、日常的に同職種又は他職種と事例検討等ができる体制を整備することが重要。

○ 子育て世代や介護中の者等研修や自己研さんの機会を確保しにくい者への対応については、eラーニングを活用する等個々の状況に合わせ
た方法による研修や自己研さんの機会の確保が望まれる。

イ 組織（職場）外における研修や自己研さんの機会の確保
○ 組織（職場）内でスーパービジョンの体制を整備できない等の場合には、職能団体等が提供するスーパービジョンを活用することが重要。
○ 都道府県等や職能団体等が実施する研修等や、保健所や市町村等の精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための保健・医
療・福祉等の関係者からなる協議の場や協議会、地域ケア会議等の場の機会は、組織（職場）で必要な技術等の習得のみならず、組織（職
場）では得にくい知見や仲間の獲得につながり、求められる能力を習得し専門職として習熟する機会になるため、参加の促進が重要。

○ 組織（職場）外の研修等の機会についても、職場（組織）における必要な研修の一つとして認証する等の仕組みの構築が重要。
○ なお、組織内外にかかわらず、できる限り早期に自己研さんの重要性についての気づきを持ってもらうことが重要。

研修や自己研さんの機会の確保

○ キャリアに応じて求められる役割、能力が整理されている場合には、組織（職場）で活用できるキャリアパスを作成する等により、各々
の経験や能力の到達度の見える化を図る取組も重要。到達度の見える化は自己研さんのしやすさにつながる等の効果が期待される。

キャリアパスの構築
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国、地方公共団体、職能団体等関係団体及び養成校の役割

ア 精神保健福祉士への社会的要請等の周知
○ 精神保健福祉士に期待されている役割について、現任者や養成校等に周知され、現任者や養成校等が的確に応えられるよう、都道府県等
や関係機関と連携しつつ、周知等の取組を行うべきである。

イ キャリアラダーの作成の要請及び周知
○ 精神保健及び精神障害者の福祉を取り巻く環境の変化による業務の内容の変化に適応できる人材を養成する観点から、おおむね共通して
求められる標準的な能力等を整理したキャリアラダーが必要となることから、職能団体等と連携し、キャリアラダーの開発の要請及び支援
をすべき。また、キャリアラダーが開発された場合、各組織（職場）で活用が推進されるよう、職能団体等と連携して周知に努めるべき。

ウ 地域の基盤整備を推進できる精神保健福祉士の養成の研修に関する支援
○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するためには、地域の精神保健福祉士が能動的に地域包括ケアシステムに係る
基盤を整備することが重要であり、このような精神保健福祉士を養成するため、自治体等における研修の実施の推進や研修費等を確保する
ことが期待される。また、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに係る事項は精神保健福祉士が他職種と協働する必要もあることか
ら、精神保健福祉士をはじめとした多職種合同の研修についても実施の推進に努めることが望ましい。

○ 地域での精神保健福祉士の研修体制を支援する観点から、地域の複数の医療機関や障害福祉サービス等事業所等が連携し合同で精神保健
福祉士に対する研修を実施する体制構築の支援に努めるべき。

○ その他、職能団体等と連携しながら、研修や自己研さん等に対するインセンティブ付与について検討課題とすることが望まれる。

国等の行政機関の役割

ア 都道府県による人材の活用及び社会的要請等の周知
○ 昨今益々ニーズの高まっている災害時のこころのケアや要配慮者への対応等、様々な社会的要請に応じ、効果的に精神保健福祉士を活用
していく必要がある。地域の職能団体等と適宜連携していくとともに、その社会的要請に対し、精神保健福祉士が的確に役割を担えるよう、
国等と連携をしつつ、現任者や養成校等への周知等の取組を行うべき。

イ 精神保健福祉センターによる人材育成・研修
○ 精神保健福祉業務に従事する職員等（多職種）に対して、専門的研修等の教育研修により、人材育成を行うことが求められている。
○ 保健所や市町村、関係団体等と連携しつつ、精神保健福祉士の配置の多様性を考慮した研修の企画及び周知等を行うことが期待される。
○ 精神保健福祉士が自身の教育背景や職務経験等を考慮した上で、幅広く研修を活用できるよう、関係機関等が実施する研修等の情報につ
いて集約し周知することも期待される。

ウ 保健所における取組
○ 保健・医療・福祉等の関係者からなる協議の場は、地域の関係者との顔の見える関係の構築や精神障害者やその家族等への支援における
地域の課題等を知る等精神保健福祉士が地域での支援の実際や地域アセスメントの視点等を学ぶ機会となる。また、精神保健医療福祉の向
上のための政策提言や社会資源の開発と創出に係る役割を遂行する場にもなることから、精神保健福祉士が協議の場等に参加できるよう、
その構成を意識した運営が求められる。

都道府県や精神保健福祉センター、保健所の役割
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国、地方公共団体、職能団体等関係団体及び養成校の役割

○ 保健・医療・福祉の関係者からなる協議の場や協議会、地域ケア会議等個別事例の支援について議論している場は、精神保健福祉士が地
域での支援の実際や地域アセスメントの視点等を学ぶ機会となる。

○ 現在、精神保健福祉士に求められている、関連する多職種・多機関との連携・協働における調整等の役割や精神保健医療福祉の向上のた
めの政策提言や社会資源の開発と創出に係る役割等を遂行するにあたり必要な経験や知識、視点を得る機会になることから、関係機関の精
神保健福祉士が参加できる仕組みの構築が期待される。

○ 協議の場に限らず、保健・医療・福祉等が精神障害者及びその家族等に対して包括的に支援を提供するための連携体制の構築に当たって
は、各領域に従事する地域の精神保健福祉士を活用することで、精神保健福祉士が相互に研さんできる環境を整備することが望ましい。

○ 市町村が精神保健福祉に関連する事業等の委託先を選定する際の基準の一つとして、精神保健福祉士の配置状況、研修の実施や自己研さ
んの実績を踏まえることで、研修や自己研さん等に対するインセンティブを付与をするとともに、良質な支援を住民に届けるといった取組
も考えられる。

市町村における研修等の取組

ア 職能団体における研修
○ 個別の技能・技術や知識の獲得だけではなく、組織（職場）では研修や課題設定に至りにくい精神保健福祉士としての価値や理念、精神
障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築や地域共生社会の実現といった、組織（職場）での業務を超えた視点に関する課題設定がし
やすいといったメリットがある。

○ 子育て中等の研修の機会を得にくい者への対応として、保育付きの研修やeラーニングの活用等、具体的な研修の方法等を検討すべき。
イ 組織（職場）や教育機関との連携
○ 精神保健福祉士は組織（職場）内で少数であることが少なくなく、複数の組織（職場）が連携して研修の機会を確保する取組も有効だと
考えられ、これらの機会において、職能団体等関係団体が地域の複数の医療機関や障害福祉サービス等事業所等と連携し、当該研修の企画
や運営、講師等の支援をするといった視点を持つことも重要。

○ 出身の養成校が遠方である現任者等に対しても研修や資格取得後の継続教育の機会が地域で担保されるよう、地域の養成校と連携を図る
ことが求められる。

○ 実習指導者が絶えず自己研さんを行えるよう養成校と連携し、実習指導者講習会を修了していても、学び直しを含めこれらの機会を提供
することが望ましい。

ウ 日本精神保健福祉士協会等の研修制度の活用
○ 生涯研修制度や全国規模・ブロック単位等で開催される各種研修は、支援に際して必要となる知識や技術等に関する研さんが可能であり、
これらの研修を活用することや連携を図ることが重要。

○ 研修制度を活用して自己研さんをしている精神保健福祉士が現任者の一部に止まっているとの指摘もあり、研修や自己研さんの機会を確
保する上では課題である。研修や自己研さんの機会については、さらなる周知や受講のしやすさに関する検討、自己の研修参加や自己研さ
ん及び組織（職場）へのインセンティブの付与、日本精神保健福祉士協会内外の研修や協議の場及び協議会等へ参加等の認定の在り方の検
討も含む受講の動機付けに関する方策については、前記ア及びイについても考慮しつつ、十分に検討すべき。

○ 精神保健福祉士は社会福祉士と共通する部分もあり、研修制度や継続教育等について関係団体間で連携していくことを検討課題とすべき。

職能団体等関係団体での継続教育・人材育成及び連携推進
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国、地方公共団体、職能団体等関係団体及び養成校の役割

ア 養成校における資格取得後の継続教育の実態と効果、課題
○ 約５割弱の養成校において資格取得後の継続教育に取り組んでいる。
○ 養成校が精神保健福祉士の資格取得後の継続教育に関わる効果として「特に新人の時は燃え尽き防止に役立つ」「卒業生の横と縦の関係
構築だけではなく、ネットワーク形成につながっている」「教育の場への循環が図られる」等が挙げられており、特に卒業生同士の関係構
築は、養成校が担うことが期待される。

○ 資格取得後の継続教育の実施上の課題については「卒後教育の周知の方法や予算等」「運営・調整する教員の負担」等が挙げられている。
○ 資格取得後の継続教育を行わない理由としては「担当教員の時間的余裕の無さ」「職場でのＯＪＴや職能団体による研修等がその役割を
果たすものと考えている」等が挙げられている。

イ 養成校に期待される役割
○ 養成校は、養成課程の教育と資格取得後の継続教育の連続性を確保し精神保健福祉士の自己研さんを支援する観点から、職能団体や地域
の組織（職場）とも連携しつつ、資格取得後の継続教育に取り組む必要がある。

○ 資格取得後の継続教育として養成校に期待される取組の一つとして、資格取得後の数年間の新人期における支援が挙げられ、卒業生等を
集めた交流の場を設定することや職能団体等が実施するスーパービジョンにつながるよう支援するといった取組が期待される。あわせて、
学生の目標と学習の到達度を見える化する観点からポートフォリオの活用をしている場合には、資格取得後を見据えた形で活用することで、
資格取得後の自己研さんを支援するといった取組が期待される。

○ 知識や技術等に関する講義・演習や事例検討、スーパービジョン等の取組は、職能団体等においても行われていることから、職能団体等
と連携しながら実施することが望まれる。

○ 養成校における継続教育の取組は卒業生に限定されているものや対象を広く開放されているものなどがあり、必ずしもすべての精神保健
福祉士がこれらの機会を提供されているとは限らない。広く継続教育の場を開放していくといった取組とすることや、地域の実情を踏まえ、
職能団体と連携し、地域単位で継続教育を行う取組も検討していくことが期待される。

○ 実習演習担当教員が、絶えず自己研さんを行えるよう、実習演習担当教員講習会を修了していても、学び直しを含めこれらの機会を確保
することが望ましい。

○ 大学院での教育やリカレント教育の場についても資格取得後の継続教育の場であり、現任者がこれらを活用し研さんすることができるよ
う、これらとの連携や充実を図ることの検討も必要である。

ウ 養成校における資格取得後の継続教育の推進
○ 資格取得後の継続教育を行わない理由として挙げられている教員の時間的余裕の無さや、周知方法や予算の確保等組織的な対応が図られ
ないといった課題は養成校が組織として資格取得後の継続教育に取り組むことで解決される側面もあることから、養成校でこれらの取組が
推進されるよう、組織及び教員の意識を醸成する必要がある。

○ 教育団体が養成校の教員等を対象とした講習会等により、養成校において行う資格取得後の継続教育の重要性についての視点がもてるよ
うな課題設定をすることが望まれる。

○ 精神保健福祉士の養成に関わる各養成校や教員の取組の意見交換を行う場を定期的に開催する等の取組も重要である。
○ 教員が精神保健福祉士のソーシャルワーク実践での役割の変化等の実際を知ることができるよう、教育団体と職能団体及び実習先が連携
し、教員がこれらの事柄について知る場を設けることが必要。

養成校での資格取得後の継続教育及び連携推進
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今後の資格取得後の継続教育・人材育成の在り方

○ 精神保健福祉士資格取得後の継続教育や人材育成を推進する観点から、国、地方公共団体、職能団体等関係団体及び養成校は、各機関が
互いに連携を図りつつ、着実に提言にまとめられている事項を実行することが期待される。

○ 提言にまとめられている事項は、現在実現していない事項も多いことから、適切な時期に各機関における取組状況を確認していくことが
必要である。さらに、取組状況をまとめ、精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会及び当該検討会ワーキンググループにおいて、
更に必要となる取組を検討することが望まれる。

今後の資格取得後の継続教育・人材育成の在り方
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○ 専門家・有識者による検討及び作業
精神保健福祉士の役割や教育カリキュラム、実習等のあり方に加え、資格取得後の継続教育や人材育成の在り方を含め、より

実践的で質の高い精神保健福祉士の人材の育成確保に資する議論及び作業を実施。
※ 精神保健福祉士をはじめとして、医師や保健師・看護師、社会福祉士、職能団体や教育団体等で構成。

○ 検討の経過

開催日 検討事項 等

第１回
平成31年
１月18日

・ 精神保健福祉士の養成の在り方に関
する検討について

・ 精神保健福祉士養成課程における教
育内容等の見直しについて第２回 １月30日

第３回 ２月14日

・ 精神保健福祉士養成課程における教
育内容等の見直しについて

第４回 ３月４日・５日

第５回 ４月24日

第６回
令和元年
５月13日

第７回 ５月24日

第８回 ６月14日

第９回 12月10日

・ 精神保健福祉士資格取得後の継続教
育や人材育成の在り方について

第10回 12月24日

第11回
令和２年
２月14日

○ 構成員

氏名 所属・役職等

１
(※)

伊東 秀幸 一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟 相談役

２
(※)

岩本 操 武蔵野大学人間科学部人間科学科 教授

３ 勝又 陽太郎 公立大学法人新潟県立大学人間生活学部子ども学科 准教授

４ 窪田 澄夫 一般社団法人日本精神科看護協会 業務執行理事

５ 倉知 延章 九州産業大学人間科学部臨床心理学科 教授

６ 後藤 時子 公益社団法人日本精神科病院協会 理事

７ 栄 セツコ 桃山学院大学社会学部社会福祉学科 教授

８
(※)

田村 綾子 聖学院大学心理福祉学部心理福祉学科 学科長

９ 木下 康仁 聖路加国際大学 特任教授

10 中川 敦夫 慶応義塾大学病院臨床推進センター 特任講師

11 柑本 美和 東海大学法学部 教授

12 山本 由紀 上智社会福祉専門学校

平成31年４月～令和元年６月
社会福祉士カリキュラム

改正内容との調整
（※）精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会と兼務している構成員

（参考）精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会ワーキンググループ

（令和２年２月28日現在）


